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令和４年３月 

世田谷区 

  



 

 

 

○省   令・・・・・都市計画法施行規則 

（昭和４４年建設省令第４９号） 

 

○区 細 則・・・・・世田谷区都市計画法開発行為等の規制に係る施行細則 

            （昭和５４年世田谷区規則第１９号） 

 

○閲 覧 規 則・・・・・世田谷区開発登録簿閲覧所閲覧規則 

            （昭和５０年世田谷区規則第２７条） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※押印欄の廃止について 

令和３年２月より、開発行為許可に関する法第２９条許可申請以降の手続き等の際

の押印欄が廃止されているが、押印が不要になったのみで、意思確認は引き続き必要

であることに変わりはないため、手続きをすすめる際は、関係者に内容をよく説明し、

意思確認すること。
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別記様式第２（第１６条関係） 

開 発 行 為 許 可 申 請 書 
都市計画法第２９条第１項の規定により、開発行為の許可

を申請します。          

  年  月  日 

世田谷区長 あて 

許可申請者住所 

氏名               

電話 

※ 手数料欄 

開 

発 

行 

為 

の 

概 

要 

１ 開発区域に含まれる地域の名称  

２ 開 発 区 域 の 面 積 平方メートル 

３ 予 定 建 築 物 等 の 用 途  

４ 工 事 施 行 者 
住 所 

氏 名 
 

５ 工 事 着 手 予 定 年 月 日    年   月   日 

６ 工 事 完 了 予 定 年 月 日    年   月   日 

自己の居住の用に供するもの、 

７ 自己の業務の用に供するもの、 

その他のものの別 

 

 

 

８ 法第３４条の該当号及び該当す

る理由 

 

 

９ そ の 他 必 要 な 事 項 
 

 

※ 受 付 番 号      年  月  日          第   号 

※ 許可に要した条件  

※ 許 可 番 号      年  月  日          第   号 

備考 １ 宅地造成等規制法（昭和 36年法律第 191 号）第 3条第 1項の宅地造成工事規制区域

内においては、本許可を受けることにより、同法第 8 条第 1 項本文の宅地造成に関す

る工事の許可が不要となります。 

   ２ 津波防災地域づくりに関する法律（平成 23 年法律第 123 号）第 73 条第 1 項の特定

開発行為は、本許可を受けることにより、同項の許可を受けたものとみなされます。 

   ３ 許可申請者又は工事施行者が法人である場合においては、氏名は、その法人の名称

及び代表者の氏名を記載すること。 

   ４ ※印のある欄は記載しないこと。 

５ 「法第 34 条の該当号及び該当する理由」の欄は、申請に係る開発行為が市街化調

整区域内において行われる場合に記載すること。 

６ 「その他必要な事項」の欄には、開発行為を行うことについて、農地法その他の法

令による許可、認可等を要する場合には、その手続きの状況を記載すること。 
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委  任  状 

 

 

 

私は、                    を代理人と定め、下記の土地につ

いて都市計画法第２９条第１項の規定による、開発行為の許可の申請から都市計画法

第３６条第１項の規定による工事完了までの一切の手続きを委任します。 

 

 

 

記 

 

 

１ 開発区域所在地  世田谷区       丁目 

 

（住居表示                    ） 

 

 

２ 開発区域面積                    平方メートル 

 

 

 

 

  年  月  日 

 

委任者（許可申請者） 

 

住 所 

 

      会社名 

 

氏 名                       

 

 

代理人    

      住 所 

 

会社名 

 

氏 名 

 

ＴＥＬ 
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  地  番  表 

東京都世田谷区                丁目                    年  月  日 東京法務局世田谷出張所調査 

 地 番 地 目 地 積（㎡） 所 有 者 氏 名 所 有 者 住 所 

開 

 

発 

 

区 

 

域 

      

      

      

      

      

      

      

      

隣 

 

 

接 

 

 

地 
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設計説明・概要書  □市街化区域 □市街化調整区域 （該当する区域にレ印を付けてください。） 

１開発区域に含ま          

れる地域の名称          

世田谷区 ２許 可 申 請 者        

住 所 氏 名        

 

            TEL  （   ） 

３設 計 者      

住所氏名      

 

            TEL  （   ） 

４予 定 建 築        

物 の 用 途        

 

５設 計 の      

方   針      

 

６ 

開 の

発 現

区 況

域 

内 

の 

土 

地 

地 域 

地区等 

用 途 地 域        建 ぺ い 率        

容 積 率 制 限        

高 さ 制 限        都 市 計 画        

施    設        

宅 地 造 成 工        

事 規 制 区 域        

風 致 地 区        地 区 計 画        市 街 化        

予 想 線        

有（    ） 

無 

建     割 

容     割 

    m以下 有（    ） 

無 

有 

無 

有（   種） 

無 

有（    ） 

無 

有 

無 

地目別 

概 要 

区    分        総    数        宅    地             

台 帳 面 積        ㎡ ㎡ ㎡ ㎡ ㎡ ㎡ ㎡ 

実 

測 

面 積 ㎡ ㎡ ㎡ ㎡ ㎡ ㎡ ㎡ 

割 合 １００．０％ ％ ％ ％ ％ ％ ％ 

開 発 行 為 の 妨 げ と な る 建 築 物 等                          

７ 

土 計

地 画

利 

用 

開発区 

域 内 

区    分        総    数        住 宅 用 地        道 路 用 地        広 場 ・ 公 園        

・ 緑 地 用 地        
   

面 積        ㎡ ㎡ ㎡ ㎡ ㎡ ㎡ ㎡ 

割 合        １００．０％ ％ ％ ％ ％ ％ ％ 

開 発 区 域 外 （ 取 付 道 路 ）                     ㎡     

８ 

街 計

区 画

の 

設 

定 

街 区 番 号                          

街 区 

面 積 

総 数             （㎡）       

住 宅 用 地             （㎡）       

非 住 宅 用 地             （㎡）       

住 宅 の 敷 地 数                （区画）       

一 宅 地 の 平 均 面 積              （㎡／区画）       

予 定 建 築 物 の 用 途 等                          
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９ 

公 

共 

施 

設 

の 

整 

備 

計 

画 

種 類         

番

号 

概               要 構 造        管 理 者        用 地 の 帰 属        摘 要        

幅 員 ・ 寸 法        延 長        面 積        

新

設

及

び

付

け

替

え 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 m m ㎡     

廃

止 

 

 

 

 

 

       

１０ そ の 他 の 施 設                    

◎ 記載上の注意事項 

１） 自己の居住又は業務の用を目的とした開発行為について、既存の権利を有することを届け出るために、設計概要書として使用するときには、表題の「説明」

を二重線で消去し、その他の場合には、「概要」を消去してください。なお設計概要書として使用するときには、５、７、８欄に記入する必要はありません。 

２） 開発区域を工区に分けるときには、開発区域全域の総括設計説明書のほかに、各工区ごとの内訳を示す設計説明書を添付してください。 

３） ５欄には、開発行為の目的（例えば、宅地分譲、建売住宅付分譲、マンション建設、工場用分譲等）及び設計の基本方針、即ち開発区域の計画上特に配慮し

た事項（住区、街区の構成、公益的施設の方針、周辺との関連等）等について、なるべく詳しく記入してください。 

４） ９欄の公共施設の種類とは、道路、下水道、公園、広場、緑地、河川、運河、水路及び消防の用に供する貯水施設をいいます。 

５） １０欄は、上水道、ガス、屎尿処理施設を設置する場合は、その概要を記入し、また教育施設（学校、幼稚園等）、購買施設（商店、マーケット等）、医療施

設（病院、診療所等）等の公益的施設を設置するときは、その規模、内容等について、なるべく詳しく記入してください。 

６）この用紙の記入欄に書ききれないときは、適当に用紙を継ぎ足すか、又は別紙に書いて添付してください。 
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別記様式第三（第十六条関係） 

資 金 計 画 書 

１ 収支計画                           （単位 千円） 

 科       目 金          額 

 

 

収 

 

 

入 

 

自 己 資 金          

借 入 金          

 

処 分 収 入          

宅地処分収入        

補 助 負 担 金          

 

計 

 

 

 

 

 

 

支 

 

 

 

出 

 

 

 

用 地 費          

工 事 費          

整 地 工 事 費        

道 路 工 事 費        

排水施設工事費 

給水施設工事費 

 

 

附 帯 工 事 費          

事 務 費          

借 入 金 利 息          

 

計 
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２ 年度別資金計画                        （単位 千円） 

年度 

科目 
年度 年度 年度 年度 年度 年度 計 

 

 

 

支 

 

 

 

出 

 

事 業 費 

用 地 費      

工 事 費      

附帯工事費      

事 務 費      

借入金利息      

 

借入金償還金 

 

計 

 

       

 

 

 

収 

 

 

 

 

入 

 

 

 

自 己 資 金 

借 入 金 

処 分 収 入 

宅地処分収入 

 

補 助 負 担 金 

 

 

 

計 

 

       

借入金の借入先 
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第１号の７様式（第４条関係） 

同   意   証   明   書 

                     の施行に係る都市計画法第２９条第１項の規定による開発行為については、別冊の設計説明書及び設計

図により施行することに同意したことを証明します。 

 

１ 土地の関係権利者 

 所 在 及 び 地 番           地 目 地 積 権利の種類 同意年月日 同 意 者 住 所 氏 名             摘要  

        

□ 

   

        

□ 

   

        

□ 

   

        

□ 

   

        

□ 
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２ 工作物の関係権利者 

 所 在 及 び 地 番           用 途 延べ面積 権利の種類 同意年月日 同 意 者 住 所 氏 名             摘要  

        

□ 

   

        

□ 

   

        

□ 

   

        

□ 

   

        

□ 

   

        

□ 

   

備考 

１ 権利の種類欄には、所有権、借地権、抵当権等の種別を記入すること。 

２ 当該権利に係る土地又は工作物が共有の場合には、摘要欄にその旨を記入すること。 

３ 同意者の本人確認資料を摘要欄に記入すること。 
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誓   約   書 

 

世田谷区長 あて 

 

許可申請者 住 所 

      会社名 

    氏 名               

 

工事施行者 住 所 

     会社名 

      氏 名               

 

設 計 者 住 所 

     会社名 

      氏 名               

 

 

このたび、世田谷区          丁目    番地  （外   筆）

に都市計画法第２９条第１項の規定により開発行為の許可申請をいたしましたが、

当該開発行為に係わる近隣住民等に対する事前説明及び調整は、私どもが誠意と

責任をもってこれにあたり、貴職に一切の迷惑がかからないようにすることを、

ここに誓約いたします。 

 

 

開発区域の面 積                ㎡ 

 

 

予定建築物の用途 

 

 

  年  月  日 

 

以 上 
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第３号様式（第６条関係） 

 

工 事 着 手 届 出 書 
 

  年  月  日 

 

世田谷区長 あて 

 

届出者 住 所 

 

会社名 

 

氏 名                 

 

 

世田谷区都市計画法開発行為等の規制に係る施行細則第６条の規定により、

開発行為に関する工事に着手したので、下記のとおり届け出ます。 

 

 

記 

 

 

１ 開発許可番号及び年月日  年  月  日      第   号 

２ 開発区域に含まれる地域の名称  

３ 工 事 着 手 年 月 日     年  月  日 

４ 工 事 完 了 予 定 年 月 日     年  月  日 

５ 工 事 施 行 者 住 所 氏 名 

 

 

電話  （  ）    

 
 

理
者 

６ 

現
場
管 

氏 名  

連 絡 場 所 
         

電話  （  ）    
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工事現場管理者届出書 
 

本許可に関する、開発行為に関する工事の着手に際しまして、適正かつ確実

な工事の施行を確保いたします。 

なお、適正かつ確実な工事と認められない場合、完了検査において、破壊検

査等いかなる検査方法を指示されても何ら異議を申し立てることなく従います。 

 

世田谷区長 あて 

 

申請者 

住 所 

会社名 

氏 名                 

 

工事現場管理者 

住 所 

会社名 

氏 名                 

 

１ 開発区域に含まれる 

地 域 の 名 称 

 

２ 許可年月日及び番号       年  月  日  第   号 

 

３ 工事着手予定年月日       年  月  日 

 

４ 工事完了予定年月日       年  月  日 

 

５ 工 事 施 行 者 

住 所 

          会社名 

氏 名 

 

６ 工 事 現 場 管 理 者 

氏  名 

連絡場所 

電  話     （   ） 
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別記様式第４（第２９条関係） 

 

工 事 完 了 届 出 書 
 

     年  月  日 
 
世田谷区長 あて 
 

届出者 
住 所 
会社名 

氏 名                 
 
 

都市計画法第３６条第１項の規定により、開発行為に関する工事 
 
（許可番号     年  月  日        第   号） 
 
が下記のとおり完了しましたので届け出ます。 

 
 

記 
 
 

１．工事完了年月日            年  月  日 
   
２．工事を完了した開発区域 

又は工区に含まれる地域の名称 
   

   
備考 １ 届出者が法人である場合においては、氏名は、その法人の名称及び

代表者の氏名を記載すること。 
２ ※印のある欄は記載しないこと。 

※ 受 付 番 号  年  月  日    第    号 

※ 検 査 年 月 日     年  月  日 

※ 検 査 結 果 合      否 

※ 検 査 済 証 番 号 年  月  日    第    号 

※ 工事完了公告年月日     年  月  日 
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第５号様式（第８条関係） 

工事完了公告前の建築物の建築又は特定工作物の建設承認申請書 

都市計画法第３７条第１号の規定により




建 築 物 の 建 築        

特定工作物の建設  の承認を申請しま

す。 

 

      年  月  日 

 世田谷区長 あて 

 

承認申請者 住 所 

      会社名 

      氏 名            

１ 開発許可番号・

年 月 日  
  年  月  日          第  号 

２ 建築物の建築又は

特定工作物の建設を

しようとする土地 

所在・地番  

地 目  面 積 平方メートル 

３ 建築物又は特定工

作物の用途 
 

４ 地域地区の種別  

５ 建築物又は特定工

作物の概要 

敷地面積に対する

建築面積の割合 
高 さ 

壁面の 

位 置 
      

         

 敷地面積     延べ面積     構造 

 建築面積     階  数 

６ 工事着手 

予定年月日 
     年  月  日 

７ 承認申請の理由  

８ その他必要な事項  

※ 受 付 番 号       年  月  日       第    号 

※ 承認に付した条件  

※ 承 認 番 号            年  月  日       第    号 
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計 画 変 更 に 関 す る 事 前 協 議 書 

 

  年  月  日 

世田谷区長 あて 

協議者 住 所  

    会社名 

                     氏 名  

 

都市計画法（ 第２９条第１項 ／ 第３４条の２第１項 ）の規定により

（ 許可 ／ 同意 ）があった、下記開発行為の内容について計画変更が生じ

た為、事前協議書を提出致します。 

記 

 

開発（許可／同意）番号及び年月日 

 

    年  月  日     第  号 

 

開発区域に含まれる地域の名称 

 

 

 

     住居表示（  －  －   ） 

 

 

変 更 の 内 容 

 

 

 

 

 

変 更 の 理 由 

 

 

 

                                      

協議者 様                     

 

                            

     年  月  日付で提出のあった開発行為の計画変更に関する事前協

議については、都市計画法第３５条の２（ 第１項 ／ 第４項 ）の規定に基

づく変更（ 許可 ／ 同意 ）が 

      必要     ／     不要 

である旨、通知します。  
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第 1 号様式（第 3 条関係） 

開発行為変更許可申請書 

 都市計画法第３５条の２第１項の規定により、開発行為の変更

の許可を申請します。 

        年  月  日 

 世田谷区長 あて 

       許可申請者 住 所 

 

             会社名 

 

             氏 名           

 

※ 手 数 料 

開
発
行
為
の
変
更
に
係
る
事
項 

１ 
開発区域に含まれる地域の 

名          称 
 

２ 開 発 区 域 の 面 積             平方メートル  

３ 予 定 建 築 物 等 の 用 途              

４ 工 事 施 行 者 

住 所 

会社名 

氏 名 

 

開発許可の許可番号   年  月  日         第  号 

変 更 の 理 由  

※ 受 付 番 号           年  月  日         第  号 

※ 許可に付した条件  

※ 許 可 番 号           年  月  日         第  号 

備考 １ ※印のある欄は、記載しないこと。 

   ２ 開発行為の変更に係る事項は、変更前及び変更後の内容を対照させて記載
すること。 
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第１号の２様式（第３条関係） 

 

開発行為変更届出書 
 

   年  月  日 

 

世田谷区長 あて 

 

届出者 住 所 

    会社名 

氏 名               

 

 

都市計画法第３５条の２第３項の規定に基づき、開発行為の変更について、

下記により届け出ます。 

 

記 

 

１ 変 更 の 内 容 

 

 

 

２ 変 更 の 理 由 

 

 

 

３ 開発許可の許可番号      年  月  日      第  号 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

備考 変更の内容は、変更前及び変更後の内容を対照させて記載すること。 
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第７号様式（第１０条関係） 

地位の承継届出書 

 

  年  月  日 

 

世田谷区長 あて 

 

承認者 住 所 

 会社名 

氏 名  

 

都市計画法第４４条の規定による地位の承継をしたので、世田谷区都市計画法

開発行為等の規制に係る施行細則第１０条の規定により、下記のとおり届け出ま

す。 

 

記 

 

 

１ 開発許可番号・年月日   年  月  日      第  号 

２ 開発区域に含まれる地域 

の名称 
 

３ 都市計画法第43条第１項 

に基づく許可番号・年月日 
  年  月  日      第  号 

４ 被承継人の住所・氏名  

５ 承 継 年 月 日  

６ 承 継 の 理 由  
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第８号様式（第１１条関係） 

地位の承継の承認申請書 
都市計画法第４５条の規定により地位の承継の承認を申請

します。 
 

  年  月  日 
 

世田谷区長 あて 
 
承認申請書   住 所 
 

 会社名 
 

氏 名               
 

※ 手数料欄 

１ 開発許可番号・年月日   年  月  日      第  号 

２  開発区域に含まれる地域の
名称 

 
 
 

３ 被承継人の住所・氏名  

４  土地の所有権等を取得した
年月日 

 
 
 

５ 承継の理由 
 
 
 

６ 工事施行者の 
住 所 
会社名 
氏 名 
連絡先 

 
 
 
 

電話   （   ） 

備考 

１ ※印のある欄は、記入しないこと。 

２ 土地の売買契約書の写し等、土地の所有権その他工事施行に関する権限を承継した

ことを証明する書類を添付すること。 
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別記様式第８（第３２条関係） 

 

開発行為に関する工事の廃止の届出書 

 

    年  月  日 

 

世田谷区長 あて 

 

届出者 
住 所 

 会社名 
氏 名  

  

 

都市計画法第３８条の規定により、 

開発行為に関する工事（許可番号    年 月 日       第  号）

を下記のとおり廃止しましたので届け出ます。 

 

記 

 

 

１ 開発行為に関する工事を

廃止した年月日 
  年   月   日 

２ 開発行為に関する工事の

廃止に係わる地域の名称 

 

 

 

３ 開発行為に関する工事の

廃止に係わる地域の面積 

 

 

 

 

備考 １ 届出者が法人である場合においては、氏名は、その法人の名称及び代

表者の氏名を記載すること。 
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設計者の資格に関する申告書 
 
 都市計画法第３１条の規定により、設計者の資格について下記の通り申告しま
す。 
 

 年  月  日 
世田谷区長 あて 
 

設計者  住 所 
                   会社名 

氏 名 
電 話              

１ 氏名及び生年月日 年  月  日 生 

２ 資格となる最終学歴 （     学部）  年  月卒業 

３ 資格免許等 

ア．１級建築士（    年  月  日 登録） 

 イ．技術士  （    年  月） 

 ウ．その他  （    年  月     習会終了） 

４

実

務

の

経

歴 

事 業 主 職 務 内 容 場 所 期 間 

   （自  年 月） 

（至  年 月） 
年  月 

   （自  年 月） 

（至  年 月） 
年  月 

   （自  年 月） 

（至  年 月） 
年  月 

   （自  年 月） 

（至  年 月） 
年  月 

５

設

計

の

経

歴 

事 業 主 職 務 内 容 場 所 期 間 

   （自  年 月） 

（至  年 月） 
年  月 

   （自  年 月） 

（至  年 月） 
年  月 

   （自  年 月） 

（至  年 月） 
年  月 

   （自  年 月） 

（至  年 月） 
年  月 

１「３資格免許等」欄は、該当する記号を○で囲んで必要事項を記入すること。 

２「４実務の経歴」欄は、宅地開発に関する技術の内容を具体的に記入するこ
と。 

３「５設計の経歴」欄は、開発区域の面積が２０ha 以上の開発行為に関する工事
の設計の経歴を具体的に記入すること。 

４ 卒業証書等の写しを添付すること。 
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第１号様式（第３条関係） 

受付番号  

 

開 発 登 録 簿 閲 覧 票 
 

  年  月  日 

 

世 田 谷 区 長 あて 

 

 

閲 覧 者  住 所                  

 

 

会社名                      

 

 

氏 名                  

 

 

 

１ 開発区域に含まれる 

地 域 の 名 称 

 

２ 開発許可を受けた者の 

  氏 名 

 

３ 許可番号及び年月日 

 

４．閲 覧 理 由 

 

※ 受 付 処 理 欄 

登録番号 
 

 

備考 ※印のある欄は、記入しないこと。 
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第２号様式（第６条関係） 

 

開発登録簿の写し交付申請書 
 

  年  月  日 

 

世 田 谷 区 長 あて 

 

 

申請者 住 所                  

 

    会社名                     

 

氏 名                  

 

 

 都市計画法第４７条第５項の規定に基づき、下記により、開発登録簿の写しの

交付を申請します。 

 

記 

 

 

１ 開発区域に含まれる 

地 域 の 名 称 

 

２ 開発許可番号及び年月日 
 

３ 申 請 の 理 由 
 

４ 必要な写しの部数 
 

※

受

付

処

理

欄 

登録番号 

  － ※

交

付

手

数

料

欄 

 

 

 

備考 ※印のある欄は、記入しないこと。 
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第４号様式（第７条関係）  

 

90㎝  

 

開発許可標識 

世田谷区許可番号 許可第  号 

80
㎝
 

許可年月日   年  月  日 

工 事 予 定 期 間 
  年  月  日から 

  年  月  日まで 

開発区域に含まれる 

地 域 の 名 称 
 

開 発 区 域 の 面 積  

許可を受けた者の 

住 所 氏 名 

 

           電話  （  ）   

工 事 施 行 者 の 

住 所 氏 名 

 

           電話  （  ）   

設 計 者 氏 名 
 

 

工事現場管理者氏名  
連絡場所 

電話  （  ）   

 この開発行為について、詳細な内容を知りたい方は、世田谷区 都市整備

政策部 市街地整備課に備えてある開発登録簿をご覧ください。 
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余白７ｃｍ以上

開発登録簿調書

土地利用計画図 公図写し

開発行為に関係がある公
共施設の一覧表

開発登録簿
縮
尺

案内図　　　　　　　1/2500

公図の写し 　　　  1/600

土地利用計画図　 1/●●

案内図

Ａ１サイズ・モノクロ 

設計者の
住所及び氏名

東京都世田谷区●●一丁目１番１号
●●設計事務所　　　　　　●●　●●
　　　　　　　　　　　　電話　●●（●●●●）●●●●

東京都世田谷区●一丁目１－１、
２、３、４、１－１先無番の一部

（住居表示：１－１）

東京都世田谷区●●一丁目１番１号
●●建設株式会社　代表取締役　●●　●●
　　　　　　　　　　　　電話　●●（●●●●）●●●●

●開発完了第●号

世田谷区公告第●号

開発許可を受けた者の
住所及び氏名

● 日

１１１１．１１

号

専用住宅

●

● 日

敷地面積に対す
る

令和

年●令和

高さ

● 月

備　　　　　考

工事施行者の
住所及び氏名

予定建築物の用途

法第41条第1項の規定
による制限の内容

検査済証発行

工事完了公告

許可に基づく地位の
承　　　　　　継

変　更　事　項

令和 年 月

開発区域に含まれる

地　域　の　名　称
㎡

壁面の位置

日

開発区域
の

面　積

月年●

開　　発　　登　　録　　簿　　調　　書

● ● ●開 発 許 可 番 号 ●開発許可第 ●

東京都世田谷区●●一丁目１番１号
●●株式会社　代表取締役　●●　●●
　　　　　　　　　　　　電話　●●（●●●●）●●●●


